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６　議事日程

　日程第１　会議録署名委員の指名

　日程第２　議案第10号　雲仙市農業施策に関する建議書（案）について

　日程第３　議案第11号　雲仙市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に係る要望について

７　会議の要領及び議決事項

──────────────────────────────
午後２時00分開会

○事務局長（秋山　勝也君）  座ったままで進行させていただきます。

　総会に入る前に事務局よりご連絡をいたします。

　総会通知では案内をしておりませんでしたが、本日は議案第１１号として雲仙市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に係る要望についてということで、この件を追加をさせていただいています。

　それでは、定刻になりましたので、本日の出席委員数は３６名中２９名でありますので、農業委員会等に関する法律第２１条第３項の規定による過半数に達しております。よって、総会は成り立ちますので、会長に開会をお願いいたします。

○議長（川内　幸徳君）  皆さん、こんにちは。日ごろのお忙しい中、本日はお集まりいただきありがとうございました。また、急に寒くなり、体のほうには十分注意されて仕事に頑張っていただきたいなと思っております。

　それでは、ただいまから平成２７年第４回雲仙市農業委員会総会を開会いたします。

　本日の付議すべき事項として、議案第１０号雲仙市農業施策に関する建議書（案）についてと、先ほど案内がありました議案第１１号雲仙市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に係る要望についての２件を付議します。

　委員皆様のご協力のほど、よろしくお願いします。（入室する者１名あり。）

　なお、議事進行上、発言される場合は挙手をして、議長が指名をしてからマイクを通して発言していただきますよう、よろしくお願いします。

　また、携帯電話は電源を切っていただくか、音がしないようにご協力をお願いいたします。

　それでは、議事に入りたいと思います。

　日程第１、会議録署名委員の指名を行います。会議録署名委員は、雲仙市農業委員会会議規程第１２条第２項の規定により、３番、大島委員、４番、渡部篤委員、両委員を指名いたします。

　次に、日程第２、議案第１０号雲仙市農業施策に関する建議書（案）についてを議題といたします。

　事務局、議案の説明をお願いします。

○参事（清水　友秀君）  議案第１０号雲仙市農業施策に関する建議書（案）について、農業委員会等に関する法律第６条第３項の規定により、平成２８年度の雲仙市農業施策に関し、別紙のとおり建議することについて総会の議決を求める。平成２７年１１月２７日提出。雲仙市農業委員会会長川内幸徳。

○事務局長（秋山　勝也君）  それでは、建議書の表紙を開いて１ページをお開き願いたいと思います。

　建議書（案）ということで、１ページから内容を朗読をさせていただきます。

　雲仙市農業施策に関する建議書。

　本市の農業は、農業従事者の高齢化や担い手不足といった厳しい状況に加え、農産物価格の下落、生産資材・燃油の高騰などにより、農業経営は大変厳しい状況が続いております。

　このような中、２０１４年６月に発表された国の成長戦略では、自由貿易協定締結国との貿易額比率を１９％から７０％に高めるという目標のもと、去る１０月５日にはＴＰＰの大筋合意に至っており、本市農業に対する影響が危惧されるところです。

　農政の大きな転換期にある今、地域農業を将来にわたって持続可能な産業としていくためにも、意欲ある多様な農業者の確保を図るとともに、長期展望に立った市独自の施策が必要と考えます。

　雲仙市農業委員会におきましても、農業委員会等に関する法律が一部改正され、平成２８年４月より施行されますが、優良農地の確保と有効利用の促進、遊休農地対策の強化、担い手の確保・育成等について、関係機関と緊密な連携を図り、より一層の推進に努めてまいります。

　つきましては、雲仙市におかれましても、平成２８年度の農業施策及び農業関連予算の編成に当たり、農業がやりがいと魅力のある産業として持続的な維持・発展を遂げていくことができるよう、予算の確保等について特段のご配慮を賜りたく、農業委員会等に関する法律第６条第３項の規定により建議します。

　平成２７年１２月、雲仙市長、金澤秀三郎様、雲仙市農業委員会会長、川内幸徳。

　次に、２ページをご覧ください。建議の項目です。

　１、労力支援について、雲仙市の農業は、高齢化等により離農する農家が増える一方で、高齢であっても直売所等へ出荷されている農家や、勤めと並行して農業を継続している兼業農家、さらには規模拡大を目指す専業農家等、さまざまなタイプがあります。

　農家からは、植え付けや収穫といった作業量が一時的に増加する時期の労力確保に苦慮しているという声を多々聞くようになりました。

　近年、地方創生が叫ばれておりますが、これら各種農家が地域の担い手として集落を維持しているのが現実です。

　今後、労力の確保は地域農業を維持発展させるにあたり、喫緊の課題となっております。

　そのため、次のことを要望します。

　農家の労力不足を解消するための労働支援システムを構築していただきたい。

　資料の４ページをちょっと見ていただきたいと思います。ここに雲仙市農業就業者の高齢化率ということで載せています。

　一番最初のグラフは、雲仙市と南島原市、それから島原市です。３つの年齢別の就業人口の比較をしております。雲仙市が合計で５,５６２名、南島原市が４,９２２名、島原市が２,４５３名ということで、その次のグラフがそれぞれ年齢階層別の割合です。一番上の青い６５歳以上については、例えば全国を見ますと６１.６％が６５歳以上、九州の場合が５８.２％、それから長崎県、これが５５.７％、そして雲仙市が４８.４％なんですけれども、全国、九州に、あるいは長崎に比べれば高齢化率は低いんですけれども、島原半島３市で比較した場合は、島原市が３７.５、南島原市が４０.３％ということで、高齢化率が３市の中で最も高いという状況です。

　それと一番下のグラフ、これが販売農家の平均年齢ということで、全国が６５.８歳、九州が６４.４、長崎が６３.８、そして雲仙市が６１.３歳ということで、全国、九州に比べれば低いんですけれども、島原半島３市で見た場合は、ほかの２市に比べればやはり高齢化が進んでおるという状況です。

　また２ページに戻っていただきたいと思います。

　次に、２、補助事業の要件緩和についてということで、現在、雲仙市が実施されている「キラリと光る雲仙産地支援事業」は、多くの事業メニューが準備され、様々な農家の要望に対応されていることから高い評価を受けております。

　しかしながら、経営の大規模化や連作の長期化、さらには耕作放棄地の増加等により、事業の内容充実や採択要件の緩和等の声が上がっております。

　そのため、次のことを要望します。

　市単独事業の要件緩和と内容充実を図っていただきたい。

　①として、農業機械レンタル推進事業の継続と農繁期に対応できる機械台数の確保等を事業主体へ働きかけていただきたい。

　３ページをお願いします。

　②として、連作障害対策としての客土事業を創設していただきたい。

　③として、イノシシ対策事業にワイヤーメッシュの追加と戸数要件を緩和していただきたいということで、参考資料５ページを見ていただきたいと思います。

　５ページの上の囲みです。これが農業機械レンタル推進事業です。そこに採択要件とか対象経費、補助率等を載せています。

　農家の方は通常の料金の半分、市の補助金がありますので半分でもって機械が借りられるということになるんですけども、なかなか農繁期には利用が多くて、必要な機械が借りられないということで、市のほうから、この事業主体は農機具の販売業者さん、あるいはリース会社さんが事業主体としてされておりますので、そういった業者さんのほうに台数の確保を要請をしていただきたいというのが１つの要望です。

　それと下の表です。そこにイノシシ対策事業というのを赤で囲んであります。ここは採択要件が雲仙市内に住居を要する、居住する２戸以上の農家ということです。それとあと対象経費が電気柵及び防草シートの購入費となっておるんですけれども、ここにワイヤーメッシュですね、鉄の網ですね、これを追加していただきたいということと、戸数が２戸以上となっておりますので、これの戸数の要件緩和をお願いしたいという建議となっております。

　それとあと連作障害対策の客土事業ですけど、今、バレイショについては客土、赤土の補助事業があるんですけども、その他いろいろなレタスとか、バレイショ以外の作物でも連作が続いておって、やっぱそういった障害が出ておるので、バレイショ以外の作物にもそういった客土事業を創設をしていただきたいという建議でございます。

　それでは、また３ページに戻っていただきたいと思います。

　３番が補助事業実施に係る農家への支援についてということで、国は農地中間管理機構を創設し、担い手への農地集積を進めておりますが、中山間地域等の条件不利地の圃場は借り手がいないのが現実です。さらに、中山間地域の高齢化した集落では、農地の保全そのものが困難な状況であります。

　一方、平成２６年６月には、農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律が成立し、多面的機能支払、中山間地域等直接支払、環境保全型農業直接支払が法制化されておりますが、事務の煩雑さ等から事業の実施に踏み切れない集落が多々あるのが現実です。

　中山間地を多く抱える雲仙市にとっては、これらの制度を有効に活用することが望まれます。

　雲仙市におかれましては、市単独事業の農地保全事業や耕作放棄地対策事業等を実施されておりますが、多面的機能支払、中山間地域等直接支払事業等を実施することにより、市単独事業に係る市負担軽減にもつながると考えられます。

　そのため、次のことを要望します。

　多面的機能支払や中山間地域等直接支払等の事業実施に当たり、集落に対する市の支援を充実していただきたいということで、まず５ページをちょっと見ていただきたいと思います。

　５ページの下の資料です。耕作放棄地対策事業ということで、その中に３つ事業がございます。１つ目が解消再生作物導入事業、２つ目が放牧施設整備事業、そして３つ目が先ほどのイノシシ対策事業です。ですから、耕作放棄地が減れば、こういった事業を実施する必要もなくなりますので、その分は市の負担も減るんじゃないかというのが１つ。

　それと６ページですけども、これが雲仙市農地保全事業という事業です。

　これは農漁村整備課の管轄の事業なんですけども、この中に、そこに５つの事業項目がございます。１つ目が農道助成事業、２つ目が基盤整備地区農道舗装事業です。３つ目がかんがい施設助成事業、４つ目が排水路助成事業、５つ目が暗渠排水助成事業ということで、農業用のいろんな道路とか水路、そういったものの整備を現在市が単独でやっておるんですけども、多面的機能支払や中山間地域等直接支払、こういった事業をやることによって、こういった市の負担が減らせるということにつながるんじゃないかということになります。

　それで、資料の７ページです。今、国の多面的機能支払とか、中山間地域等直接支払、話が出ておりますけれども、どういったものなのかというのをここに挙げております。これは農林水産省の資料です。７ページです。一番上に農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動や営農活動に対して助成、支援しますということで、その下に平成２７年度から法律に基づく制度になりますということで、これは、もうこの事業をやるということで法律に決めてあります。ですから、国はどうしてもこの予算を法律に基づいて確保しなければならない。

　ですから、２６年度までは法制化されておりませんでしたので、農林水産省は財務省に対して予算要求してあったわけです。ですから、幾ら確保できるか、そういう不透明性があったんですけども、２７年度からちゃんとやっぱり法律に明記されておりますので、どうしてもその予算は国が確保しなければならないとなっておりますので、安定的に実施できるということになっています。

　その中で、最初、多面的機能支払です。これは地域の共同支援活動。その中に水路の泥上げとか、農道の路面維持とか、あるいは③番の水路や農道などの補修や更新、こういったものがこの事業のおかげでできるものですから、市単独事業の農地保全事業でやるのが減るんじゃないかという論法です。そういったことが１つ。

　それと、真ん中の中山間地域等直接支払、これは急傾斜地の田とか畑の生産活動を維持する活動です。草払いの手当とか、あるいは水路の清掃、そういったものが対象になりますので、この事業をやることによって耕作放棄地を出すとこの事業ができませんので、集落で必ず耕作放棄地を出さないように集落で取り組むことが原則になりますから、そうなりますと市の単独でやってる耕作放棄地対策事業なんかも不要になると。

　ですから、こういった事業ができるように市としては集落をいろんな支援のあり方があるかと思うんですけども、支援をしていただいて、事業ができるような種目をもっとふやしてほしいという、そういった建議になります。そうすることによって、市単独の補助事業の負担も減りますよということです。そういう考え方のもとに今回建議をまとめてあります。

　実は農家との意見交換のときにはいろんな意見が出ました。片や、やっぱり国のその補助事業に対する要望なんかも上がったんですけれども、これはやはり国の要件がありますので、それはもう市のほうから国に対していろんな要望を上げていくことが必要じゃないかということで、農業委員会としては、市に対して何かできるような建議をやろうということで、今回この３つの項目にまとめた上で建議をするということで取りまとめております。

　以上です。一応説明を終わらせていただきます。

○議長（川内　幸徳君）  どうもありがとうございました。

　それでは、今事務局から説明のとおりですけど、議案第１０号に対する質疑を行います。何かご質疑がありましたらお願いします。はい、内田委員、どうぞ。

○委員（１８番　内田　弘幸君）  １８番、内田です。

　多面的機能支払、中山間地域等直接支払等の事業実施に当たり、集落に対する市の支援を充実していただきたいということでございますが、この支援ということで、どういう支援を想定されているのかお願いします。

○議長（川内　幸徳君）  事務局、ちょっと説明をお願いします。

○事務局長（秋山　勝也君）  支援という、ちょっとぼかし方をしとるんですけども、建議書作成委員会で出たのは、例えば農業公社のような、市とか農協さんがとりあえず出資をして、そういった農業公社あたりを立ち上げて、そこが集落に入り込んでいろんな支援、事務のお手伝いとかやったらどうかということ。

　多面的機能支払については、農協さんあたりが、この事務をするパソコンのソフトあたりは開発をされてまして、農協さんが事務局、事務に入り込んでそういったものを使ってされてるところもあります。

　もちろん市もそういう活動をどんどんやっていただきたいんですけども、なかなか人手っていいますか、そういったものでなかなか厳しいところもあるということで、１つはそういった新たな組織の立ち上げとか公社みたいな、そういったものが必要となるんじゃないか。

　それと、市がいろんな事務をする人あたりを確保した上で、その事務員さんに対しては事業及び補助事業をやる中で、その事務費をその人の手当に充てるとか、そういった事務をする人を１人設けてやるというような方法もあるかと思うんですけども、そこまで立ち上げるのに、やっぱり市のほうでいろんなお手伝いをしてもらえないかと、そういった具体的に言えば、そういった意見が出ています。

　ですから、これは実は建議書の提出を１２月の１８日に市長に出すようにしておりますので、建議書作成委員さんが来ていただいて、市長とも意見交換をしながらやるんですけれども、そういった中でこういった意見も出していいんじゃないかと考えております。

　以上です。

○議長（川内　幸徳君）  内田委員、よろしいですか。

○委員（１８番　内田　弘幸君）  はい。説明はそれでいいんですけど、一つ一つ今までが事業を、いろいろな事業があるんですけど、どうしても農家サイドではさっき言われた事務の関係がどうしてもそこで事務ができないという、多面的機能関係では、私たちのところでは土地改良区の守山土地改良区の事務局でやってるんです。でも、それ以外のところというのは結局やりたくても事務局ができないからということなもんですから、こういう形で支援をしていただいて、できるだけその補助事業があるなら、それをうまく地域が利用できるように、本当に先ほどからおっしゃってるように耕作放棄地とか、荒れ地とか、そういうのが解消されていくのではないかと思いますので、よろしくお願いします。

○議長（川内　幸徳君）  小田委員、どうぞ。

○委員（１１番　小田　孝明君）  １１番、小田でございます。

　私も内田委員さんと同じような形の質問になりますけども、やっぱり雲仙市内においても、この中山間地域の直接支払とか、農地水とかいろいろありますよね。そういう事業を実施されておるとことされてないところがある。されてないところが条件的にできないと、実施できないというわけじゃないと、ですね。今先ほど出ました会計検査もあります。そして、事務的にやっぱり出てくる、そうすると皆さん尻込みしてなかなか見つけることができない。農家で誰か誰かって、こう思って探すけれどもなかなかですね。役場とか市役所を退職した人とか、あるいは農協を退職した人とか、あるいは会社あたりを退職してある程度の事務的なことができるような人というようなこと、いろいろ皆さん検討されておるようですけども、ぜひこの今農業振興公社とか何とかおっしゃいましたけども、そういうような組織を市、あるいは農協、あるいは土地改良区、そういう農業団体をとにかく寄っていただいて、ぜひ農業組織を立ち上げていただければ、そういうぐあいに思います。

　そういうことで、そこで進めていけば、雲仙市内にまた広く本事業が実施できて、より集落の活性化と地域の活性化につながる地方創生の一環の中にも重要な位置を占めることができるのじゃないかと思いますので、ぜひこれはひとつ強く進めていただければというぐあいに思います。

　終わります。

○議長（川内　幸徳君）  どうもありがとうございました。

　ほかにありませんか。田浦委員、どうぞ。

○委員（２８番　田浦　則利君）  ２８番、田浦でございます。

　中山間制度がスタートして、平成１２年ぐらいからスタートしたと思うんですけれども、事業が終わってしもうてからお金が入るんですよね、ずっとですね。

　今回なんか特に４期目のスタートだということで、その役員さんが立てかえるのが大変多いんですよね。事業はどんどんしたいんですけれども、お金がない。業者さんは３カ月ぐらいしか待たんとですよね、どうしてもですね。

　それで、お金を借りているという証明とか書くんですけども、この中山間制度が非常に４期目でいい制度と私は喜んでいるんですけれども、そこら辺を半分ぐらいでも何とか市のほうでも農業委員会でも要望はできないでしょうか。

　以上です。

○議長（川内　幸徳君）  事務局、お願いします。

○事務局長（秋山　勝也君）  それは、確かにおっしゃるとおりです。なかなか年度当初は活動費がなくて、どこも困ってられるところはあると思います。

　例えば、概算払い請求で２００万のところを半分ぐらい、概算払いで半分出してもらうとか、ですから、それは先ほど言いましたように、１２月１８日に市長を交えて、これは松尾部長、それから谷川課長あたりも来ますので、その辺の補助金の交付を幾らかでも早目にしてもらいたいというような要望は一緒に上げたらどうかなとは考えております。

○議長（川内　幸徳君）  田浦委員、よろしいですか。

○委員（２８番　田浦　則利君）  はい、ありがとうございました。

○議長（川内　幸徳君）  ほかにございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

○議長（川内　幸徳君）  ほかにご意見等がないようですので、議案第１０号についてお諮りをいたします。雲仙市農業施策に関する建議書（案）について、決定することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

○議長（川内　幸徳君）  ご異議なしと認めます。したがって、議案第１０号雲仙市農業施策に関する建議書（案）については、原案どおり決定いたします。

　次に、日程第３、議案第１１号雲仙市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に係る要望についてを議題といたします。

　事務局、説明をお願いします。

○参事（清水　友秀君）  議案書の３ページになります。建議書の続きになります。議案第１１号雲仙市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に係る要望について、雲仙市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想について、別紙のとおり要望することについて総会の議決を求める。平成２７年１１月２７日提出。雲仙市農業委員会会長川内幸徳。

○事務局長（秋山　勝也君）  それでは、次の４ページを見ていただきたいと思います。

　この要望につきましては、各部会のときにも市に対してこういった下限面積の緩和に関する要望を文書で上げたらどうかということでずっとお話をしてきました。

　その文書をちょっと読んでみたいと思います。

　雲仙市長、金澤秀三郎様、雲仙市農業委員会会長、川内幸徳。

　雲仙市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に係る要望について、雲仙市長が定める基本構想に基づく利用権設定等の業務は、現在、雲仙市農業委員会に対する事務委任規則に基づき、当農業委員会がこれを受託して行っているところです。

　昨年の建議において、農業経営基盤強化促進法に基づき、耕作放棄地に限定した新たな下限面積の緩和措置を講じていただきたいという要請を行ったところです。

　本年度、農業委員会において、さらに農地の貸借に係る下限面積の検討を行った際に、施設園芸等を目指す新規就農者にとって５０アールという下限面積が障害となっていること等を勘案し、農業経営基盤強化促進法に基づく利用権の設定（施設園芸等の新規就農者を対象とする）に関しては下限面積を１０アールとし、耕作放棄地については３アールとしたいという結論を見ております。

　したがいまして、国においても新規就農者の拡大・支援、さらには耕作放棄地の解消を図っているという状況も踏まえ、雲仙市の基本構想において、新規就農者に対する下限面積を１０アール、耕作放棄地については３アールとするという類型を追加していただきたく、ここにお願いするものですという文書でございます。

　それで、次の資料をちょっと見ていただきたいと思います。（「別冊のクリップどめのほうです。ひも綴じじゃなくてクリップのほう、中のこっちのほうです」と言う者あり）

　そこに、まず基本的なところから、やっぱりこういう文書を上げる以上、農業委員さん、我々もこの辺の理解をする必要がありますので、おさらいをさせていただきます。

　１、下限面積の緩和に関する資料ということで、（１）下限面積の設定です。これはそこに記載してありますように、法律、①番、農地法でこの下限面積というのは設定をされております。農地法の３条第２項第５号による設定ということで、これは所有権移転と利用権設定、要は土地の売買と貸し借りによる条文。

　それと②番、農業経営基盤強化促進法、これが今私たちが市長に上げる文書の中の事業なんですけども、この法律には下限面積の制限はございません。けども、雲仙市は農地法に基づく下限面積を、いわゆる準用しておるわけです。ただ、今後、この準用を見直していただいて、下限面積を緩和していただきたいということになるわけです。

　その下、（２）農地法による下限面積の設定基準ということで、これが農地法３条第２項第５号になるんですけども、原則５０アールというのがあります。北海道の場合２ヘクタールです。

　これは①番、農地を取得する場合、これ取得というのは、土地の売買もありますし、貸し借りもあります。取得後の面積の合計が５０アール以上でないと取得できないということで、新たに農業を始める人は土地を買うか借りるかして、とにかく５０アール、５反確保しなさいと、それが条件ですよということになります。ただし、雲仙市の下限面積については、その下の括弧の中にあるんですけども、国見、瑞穂、吾妻、愛野、南串山、それと小浜町の北串地区ですね。ここは５０アール、５反なんですけども、千々石については４０アール、４反、小浜の北串地区以外の分が３０アール、３反ということで、ここに別段の面積というのがあります。別段の面積の基準がその下の（３）になります。

　ちょっと読んでみたいと思います。農業委員会が市の全部、または一部について、これらの範囲内で別段の面積を定め、公示したときはその面積とするということで、今雲仙市が設定をしているのが、その下の農地法施行規則第１７条第１項に基づいてやっております。

　①番、設定区域は営農条件がおおむね同一と認められる地域であること。ですから、おおむね同一ということで、旧町ごとに分けている訳ですね。それと②単位はアールとし、その面積は１０アール以上であること。

　それと③設定区域内の別段面積未満の農地を耕作しているものの数が、区域内における耕作者の総数の４０％を下らないように設定しなければならないということで、これは余り下限面積を下げ過ぎると、例えば愛野地区の農家の１０％とか２０％になるわけですね、下限面積を下げ過ぎると。

　ですから、例えば愛野、５０アールと設定しているところは、やはり５０アールにしないと、この耕作者の総数の４０％を切る可能性があるということで、こういうふうに５０アールに決めてあるわけです。ただ、千々石については、その辺を下げても総数の４０％を下らないということで４０アール、それと小浜の北串以外は３０アールということで、そういうことを基準に決めてあるわけです。

　ですから、私たちが今考えておる１０アールというのは、どうしてもやっぱり農地法では、農地法に基づく下限面積では設定ができないということで、これ経営基盤強化法、これに基づくやり方でお願いしますとなってくるわけです。

　それで、他市の事例ですけども、２ページをちょっと見ていただきたいと思います。この資料、もう何回も何回も皆さんに見ていただいたんですけども、まず南島原市が①番、農地法３条に基づく下限面積がそういうふうに５０、４０、３０です。決まっておるんですけれども、②番の農業経営基盤強化法に基づく下限面積、これはおおむね３アールということで、これがその下にありますように、耕作放棄地に限定した下限面積ということであります。

　それとその下の（２）の新潟市です。新潟市も農地法３条では５０アール、そして一部１０アールあるんですけども、こういうところは農地を耕作している農家がいないためにということで、そういうところは１０アールに設定してあるんですけれども、その下の②番です。農業経営基盤強化法に基づく下限面積、ここもやっぱり１０アールです。１０アールですけども、次のページ３ページの就農条件のところにあるんですけれども、借り受けることができる農地は農業委員会が遊休農地と判断した農地ということで、あくまでも１０アールなんですけども、新潟の場合は耕作放棄地に限定されるということです。

　それと、その下の徳島市です。ここも基盤強化促進法に基づく下限面積が１０アールです。

　①番で、１０アールから農地を借りることができますというふうに書いてあります。

　その下に②番、利用権設定事業というのは、農業経営基盤強化法に基づくやり方ですよということです。

　次のページ４ページなんですけども、ここで利用権設定の要件ということで、③番、赤で書いてあります。ここで条件を付してあるわけです。１０アール以上、極端な話、１０アールでもいいんですけども、そこに１から６まで条件があります。新規就農の場合は新規就農計画書の提出をしてもらうと。

　それと２番です。新規就農の場合は地区審査において就農計画の説明が必要です。ですから、新規就農者に出向いてきていただいて、自分はこれこれこういうことで今から新規就農、農業をやりますから、例えば１０アールなら１０アールで土地を貸してくださいという、そういったまず説明をしていただく。

　それと３番、最初の利用権設定期間を３年以内としますということで、この人が本当に農業をやるつもりでおるのかどうか、その辺を見きわめるために、どうもやっぱり期間は短くしてあるようです。

　それと４番、設定期間開始から６カ月後に利用状況の報告は必要ということで、本当にやる気があって農業をやっているのかというのは見ながら許可をするという、一旦許可をして、そういった許可した後にこういった本当にやっておるのかというのを見きわめながらやるという、そういった条件がついています。

　それと下の（４）諫早市については、基盤強化法の下限面積が施設園芸希望の新規就農者については１０アールに緩和してる。それと、新規就農者と農業委員の意見交換を通じて意思の確認をするということで、多分調査会あたりで、新規就農者に来ていただいて、意見交換なんかをするんじゃないかと思います。

　それと一番下の佐賀市ですね。佐賀市についても施設園芸は１０アールということで緩和してあるということになっております。

　ですから、こういった他市の事例をもとに雲仙市も１０アールに下げていただきたいという要望になるわけです。

　それと、あと５ページなんですけども、私たち農業委員会の仕事というのは、どういったものかということで、そこにあるんですけども、２番、市から農業委員会の事務員に関する資料ということで、要は、私たち農業委員会は、もともと市の仕事を市長が農業委員会に事務を委任してるわけです。そういったことで仕事をやってるということです。

　事務委任の内容につきましては、そこにありますように、①番、農地法に基づく事務ということで、農地法３条、４条、５条です。１８、４９、５０、５１とあるんですけども、例えば４条は自分の土地を転用する場合、５条は他人の土地を借りるのに、そして転用する場合の許可になるわけですけど、ただ、このうち、その下に赤で書いてあるんですけども、４条、５条云々については、これは長崎県から雲仙市へ権限移譲されてる業務です。ですから、雲仙市は長崎県内では唯一、県からそういった権限移譲を市長が受けて、それを雲仙市農業委員会が市長から事務委任を受けて農業委員会がやってるということで理解をしていただきたいと思います。

　その下、３、市との協議事項とあるんですけども、要はここに①番、重要または異例と認められる事項は市との協議が必要です。

　あるいは、②番、疑義ある事項については協議が必要ですということで、やはり下限面積の緩和ということになれば、どうしてもこの辺は市長との協議が必要ということで、今回このような文書を市に対して上げるに至ったということで理解をしていただければと思います。

　それと３番の農業経営基盤強化促進法とは何かとはいうのは、そこにあります。これ後で見ていただきたいと思うんですけど、この中に認定農業者制度っていうのもあるわけです。その下に赤で認定農業者とはと上げておりますけども、要は法に基づいて市が地域の実情に応じて農業経営の目標を示した基本構想を作成した上で、その構想、次のページです。その基本構想の目標を目指して今後５年間の農業経営改善計画を作成し、市から認定された経営体が認定農業者になるということで、ですから、認定農業者というのは、この農業経営基盤強化促進法に基づいて自分の計画を立てて、市の基本構想に基づいて目標に向かって頑張っていきますよと、私を認定農業者にしてくださいという、そういった要望のもとに市が認定をするから認定農業者と言ってるということで理解をしていただきたいと思います。

　そこに市の基本構想というのが出てきたんですけども、今度はまた別紙でちょっと文字が小さいんですけども、Ａ４の横長のちょっと厚い資料があります。ちょっと基本的なところを皆さんに知っていただきたいということで、大変お疲れかとは思うんですけども、この基本構想については、その中で４ページ、４ページに、要は３ページから４ページにかけて、ここに営農の類型、指標となる類型というのがあるんです。

　４ページの左の中ごろに、施設野菜専業経営１、イチゴというのがあります。このイチゴは４０だけ上がっとるわけですね。それとその下の施設野菜専業経営１、ミニトマト、これは３５アールです。ですから、雲仙市は、農地法に基づく下限面積が５０アールなんですけども、要は市の構想には、イチゴについては４０アール、ミニトマトについては３５アールでも十分専業でやっていけるんですよという指標が上がってるわけです。ですから、こういう指標が上がっている以上、やはりそのまま下限にせよ５０アールとか４０アールにするのはどうかなということはここにあるわけです。それぐらいあると十分やっていけますよという指標です。

　ほかにも文字が小さくて見にくいかと思うんですけども、要はせっかくこういった基本構想に基づいて基盤強化促進事業を進めておると、そして、その中に認定農業者制度もあるんだということをまず理解していただきたいと思います。

　それと最後に１枚物の資料があります。１枚物です。これは市町の基本構想に係る参考資料集ということで、これは去年、平成２６年度の６月に長崎県農業経営課がつくった資料です。

　そこに参考ということで、青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標、要は新規就農者、若い就農者が目指す、目標とする指標ということで、それの裏を見ていただきたいと思います。

　そこに真ん中あたりに黄色で塗っております。５番が施設野菜専業経営ですね、これはイチゴです。これは県の指標では２０アールあればやっていけますよという指標なんです。一番右から３番目に所得、これは約４００万です。２反ぐらいつくれば何とか４００万は確保できますよという指標、それと６番、次はトマトですね、トマトの促成栽培が３０アール、３反です。所得が約３００万、それとアスパラガス、これも３０アールで３００万、それとあと菊ですね。いろんな作型を組み合わせて３０アールのハウスがあれば十分ですよということで、所得が３５５万ということで、これは個人の経営能力によって相当やっぱり所得というのは変わってくるかと思うんですけども、やはり県の指標あたりも施設園芸については、こういった２反とか３反とか、こういった指標を設けてある中で、雲仙市が今の下限面積５０アールというのは、新たに農業を始める人にとってはちょっと厳しいんじゃないかという、いわゆる障害になっているというのは、やっぱりここになるわけです。

　ですから、特に最近の新規就農者は、青年就農給付金という年間１５０万もらえるお金があります。それが約５年間もらうことができます。ですから、例えば１０アールぐらいから施設を、イチゴの施設を始めて、徐々に軌道に乗せながら２０アール、３０アールに増やしていく、その間５年間は１５０万のそういった国の補助金がありますから、そういうのも合わせてやっていけるということです。

　特に、国見町あたり、今イチゴをいっぱい作っておられますけども、ＪＡ島原雲仙の中でもイチゴ栽培農家というのは減ってきております。ですから、空きハウス、ハウスが空いてくる場合は、今からどんどん増えてくる可能性がありますので、そういったところに新規就農者を入っていただいて、最初は１０アールぐらいから徐々に始めていただいて、青年就農給付金なんかももらいながら、軌道に乗せながら規模拡大を図っていくと、そういうやり方も今後必要じゃないかと、やはりハードルを最初低くした上でどんどん新規就農者に入っていただくということも必要じゃないかということで、今回のこの文書、要請文ということになったということで理解をしていただければと思います。

　以上です。

○議長（川内　幸徳君）  議案第１１号につきましては、今事務局から説明のとおりです。

　これより議案第１１号に対する質疑を行います。何かご質疑ありませんか。宮本委員、どうぞ。

○委員（１２番　宮本　俊治君）  １２番、宮本です。

　一番最後のこの金額、売り上げのほうなんですけど、これは正確なんですかね、これ。イチゴを２反植えて１,１７０万売り上げますか。実際、６００万近く１反に売り上げないといけないが、こういうことがあるのかしら。トマトはわからんですけど、アスパラ、これは本当のことなのか、よう調べてみてください。

○事務局長（秋山　勝也君）  恐らく県もいろんな農家の方に聞き取りとか販売実績とかをデータを集めた上でこれは作ったろうと思うんですよ。ですから、先ほど私説明の中で言いました。個人的には経営能力といいますか、それと個人差はあるかもしれませんけど、県としてはこういった指標をつくっておられるということで酌んでいただければと思います。

○委員（１２番　宮本　俊治君）  これは一番いい人のことだろうと思うんですよね、６００万近く上げるというのは。悪い人は相当２００万ぐらいしか上げん人もおろうし。いろいろありますけど、本当に平均はこんなに上がってないはずですもんね。一番いいところで出されているということでしょうかね。

○事務局長（秋山　勝也君）  いろいろご意見はあるかもしれませんけども、とにかく県の資料はこういうふうになっておりますので、その辺はまた県と話す機会があれば、そういうことも意見が出たというふうには伝えたいと思います。

○議長（川内　幸徳君）  ほかにございませんか。はい、東委員どうぞ。

○委員（１９番　東　　康敬君）  １９番、東です。新規就農の下限面積１０アールですよね、この前から農家との意見交換会のときに出とった親元就農は何でこれはもらえんのか、例年、新規就農の補助金をもらえないのかという意見がありましたよね。そうしたときに、この１０アールという形を別の形に変えて親元就農だけど、１０アール別のところで借りてやるということに関しては、新規就農の補助金の該当になるのか、そこら辺の確認はちょっとこうしてみたいなと思うところがありますので。

○事務局長（秋山　勝也君）  それはですね、また個別に、今回のこの議案とは直接関係しませんので、また農林水産課あたり、あるいは県あたりにその辺が該当するかどうか、それはまた個別に問い合わせをしたいと思います。いいでしょうか。

○議長（川内　幸徳君）  ほかにございませんか。ないですか。

〔「なし」と言う者あり〕

○議長（川内　幸徳君）  ほかにご意見がないようですので、議案第１１号についてお諮りいたします。雲仙市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に係る要望について、決定することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

○議長（川内　幸徳君）  ご異議なしと認めます。したがって、議案第１１号雲仙市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に係る要望については、原案どおり決定いたします。

　お諮りいたします。本総会における議決事件について、その条項、字句、数字、その他整理を要するものについては、その整理を議長に委任されたいと思いますが、ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

○議長（川内　幸徳君）  ご異議なしと認めます。したがって、これらの整理を要するものについては、議長に委任することに決定しました。

　以上で本日の総会の日程は全て終了いたしました。

　これをもちまして、第４回雲仙市農業委員会総会を閉会いたします。どうもありがとうございました。

午後２時52分閉会

──────────────────────────────
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